
主 な 補 正 項 目
(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

医療介護総合確保促進 508,879 医療介護総合確保促進基金を活用し、医 健康福祉部

事業［医療分］ 療従事者の確保対策等の取組を推進 [医療政策課]

（国基金事業） ①医療従事者の確保対策 [健康推進課]

・新専門医制度の実施に向けて、県内医 [高齢者福祉課]

療機関をロ－テ－ションする医師の専 [障がい福祉課]

門研修の調整機能を島根大学に整備 [薬事衛生課]

【新規】

・過疎、離島地域の病院が行う医師の赴

任・定着を促す勤務環境改善等の取組

を支援

・夜間や休日における小児医療に関する

電話相談サービス（♯8000）の提供時

間を延長

・薬剤師や歯科衛生士等の人材確保対策

を実施

②在宅医療の推進

・市町村が行う、条件不利地域における

訪問診療及び訪問看護の確保のための

取組を支援 【新規】

・在宅医療の質の向上のための訪問診療

用機器・車両等の整備を支援

③医療連携の推進・病床機能の充実

・まめネットの利用拡大のための電子カ

ルテの整備を支援

・地域包括ケア病棟等の整備を支援

医療介護総合確保促進 201,064 医療介護総合確保促進基金を活用し、介 健康福祉部

事業［介護分］ 護施設の整備等を支援 [高齢者福祉課]

（国基金事業） ①介護施設等整備事業 [障がい福祉課]

特別養護老人ホーム等におけるプラ

イバシー保護のための改修を支援

【新規】

②権利擁護人材育成事業

市町村が行う、認知症高齢者のため

の市民後見人の育成及び活用の取組を

支援



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

地域医療再生計画関連 446,065 島根県地域医療再生計画に基づき、地域 健康福祉部

事業 医療体制を整備 [医療政策課]

（国基金事業） ①益田赤十字病院の建替を支援

・工事工程の変更を受け、補助額を増額

医療施設耐震化臨時特 （H26補助→H27補助）

例交付金事業 ②まめネットの普及拡大

（国基金事業） ・まめネットカードの普及啓発を強化

・利用者からの要望を受け、在宅ケア支

援システムを改修

③在宅医療の推進

・保健所ごとに設置している地域保健医

療対策会議の「医療・介護連携部会」

において地域医療構想策定に向けた検

討を実施

肝炎医療費助成事業 19,964 国制度の拡充を受け、肝炎患者への医療 健康福祉部

費助成を増額 [健康推進課]

［拡充内容］助成対象の治療薬の追加

［負担割合］国1/2、県1/2

子ども・子育て支援新 394,854 国制度の拡充を受け、私立保育所や20人 健康福祉部

制度（保育所等運営支 未満の小規模保育等の運営経費に対する県 [青少年家庭課]

援事業） 負担を増額

［拡充内容］

・休日保育の充実

・職員の配置や給与の改善

［負担割合］国1/2、県1/4、市町村1/4

施設入所児童支援事業 146,028 国制度の拡充を受け、児童養護施設等に 健康福祉部

入所している児童等に要する扶助費を増額 [青少年家庭課]

［拡充内容］

・児童への学習支援の充実

・職員の配置や給与の改善

［負担割合］国1/2、県1/2 など



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

木質バイオマス県内全 76,510 木質バイオマス発電所用の燃料チップの 農林水産部

域集荷体制支援事業 供給に必要な中間土場を前倒して整備する [林 業 課]

ため補助枠を拡大

［整備箇所］

・造成工事等 23→25か所

・舗装工事 5→15か所

［助成率］定額

森林整備加速化・林業 283,931 木造公共施設整備等の地域材利用の取組 農林水産部

再生事業 に対する補助枠を拡大 [林 業 課]

（国基金事業） ［整備箇所］5→8施設

［助成率］1/2

新 プロフェッショナル人 28,000 都市部のプロフェッショナル人材の県内 商工労働部

材戦略拠点整備事業 への移転を促すため、「プロフェッショナ [雇用政策課]

ル人材戦略拠点」を設置

①プロフェッショナル人材戦略マネー

ジャーを配置

②企業経営者に対し、成長や経営体質強

化への意欲を喚起

③企業が必要とするプロフェッショナル

人材の確保を支援

交通安全施設整備事業 58,455 原子力災害発生時における安全かつ円滑 警 察 本 部

な避難誘導を実施するため、避難経路上の

信号機の停電対策設備や交通流監視カメラ

を整備

・自動起動式信号機用発動発電機 5基

・信号機用可搬式発動発電機 10台

・交通流監視カメラ 10基



(単位:千円)

新
事 業 名 予 算 額 説 明 所 管 課

規

国の補助金・交付金で 279,390 国の補助金・交付金で造成された基金を 環境生活部

造成された基金の返還 活用した事業が、H26年度で終了したこと [廃棄物対策課]

に伴い、基金の残額を国へ返還 健康福祉部

①しまね環境基金（海岸漂着物） [地域福祉課]

151,346 [高齢者福祉課]

②介護基盤緊急整備等臨時特例基金 農林水産部

31,973 [林 業 課]

③介護保険施設等開設支援臨時特例基金

14,483

④中山間地域等活性化基金（森林整備加

速化・林業再生） 81,588

【参考】

基金を活用した事業

①海岸漂着ごみ等の回収・処理対策事業

（H25～26）

総回収量 7,244トン、総額 8.5億円

②介護基盤緊急整備等臨時特例交付金事業

・スプリンクラー等の整備支援（H21～26）

設備整備 153施設、総額 25.9億円

・小規模介護施設の整備支援（H21～26）

施設整備 77施設、総額 26.7億円

・地域での支え合いの仕組みの構築

（H23～26）

活動組織への支援 1,752自治会区、

市町村やＮＰＯ等への支援 15団体、

総額 3.0億円

③介護保険施設等開設支援臨時特例交付金

事業

・介護職員の処遇改善支援（H21～24）

処遇改善 875事業所、総額 32.7億円

・介護施設の開設支援（H22～26）

開設施設 89施設、総額 8.3億円

④森林整備加速化・林業再生事業［復興予

算分］（H24～26）

林内路網整備 336km等、総額 41.2億円


